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は　じ　め　に
　一般に考えられる費用逓減型産業におけるラムゼー価格の利点は、、収支均衡条
件下における準最適資源配分および、経済余剰の準極大化（正確には、消費者余
剰の極大化と負の生産者余剰極小化）にある。し々・し．これが隅実晦こ行わねて
いる例が見当たらない。その理由とし，Zは、特に公共糾傘としての性格かう料金
決定の不透明さが主たる要因となり・原理が比較的単純明確な総括原雁主ec’1が
主流となっ1，いるのが現状ζ思われ局σ　　　　　・tt㌶　　ジ，t　朗・
　そこで本研究は・まずラみゼー価峰⑳基本形を振り返ρたうえで、ラムゼrル
43
一ルがどこまで現実性を持つか、そして何が現実への支障となっているかをを考
えてみたい。そのなかで、こうした準最適なプライシング原理のメカニズムを明
らかにしたい。
1　分析の基本的姿勢
　まず、考察の基本的前提として、費用逓減型産業に限定することを明示してお
く。右上がりの供給曲線をもっ産業では、限界費用から価格を乖離させる必要性
が薄い。もう少し正確に考えるならば、ある財によってもたらされる外部経済
（効果）の大きさが問題となる。もしその財に外部経済が存在しないならば、限
界費用から乖離させる必要は全く生じない。しかし、右下がりの供給曲線をもつ
費用逓減型産業の場合、外部経済効果があまりに大きく（つまり費用の負担者と
便益の受益者が一致していない）、それが生産者の収支にまで悪影響を与えてい
るため、限界費用にこだわるのは、財の供給を絶つ恐れがある。ここに例えば電
鉄業が、その沿線に市場関連の多角化を推進する根拠があると言われる。鉄道開
業による便益は、利用者等が受ける直接便益と、地価の上昇＊2等に要約される間
接便益に分けられる。多角化はこうした間接便益を供給者自らが回収することに
ある。これを供給サイドの視点から捕らえれば、鉄道の建設費用とは、電車を運
転することだけではなく、不動産開発等の多角化事業との共通した固定費と解釈
することになる。
2　ラムゼー価格のイメージ
　最初に述べた通り、原則に忠実なラムゼープライシングは存在していないよう
だ。従って以下で上げる例は、イメージ的に近いものでしかないということをあ
らかじめことわつておく。
　昭和50年代後半、国鉄の地方u一カル線と幹線との蘭で、基本的運賃率が差別
化された。いうまでもなく地方占一カル線の方が運賃率が高いのである。さらに、
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大都市部の並行私鉄との競合区間においては、　「特定運賃制度」の名のもとに基
本賃率での算定額よりも低い額で運賃決定された。これを抽象化すると、輸送密
度が高い路線ほど、運賃率が低くなっているのである。
　まず山手線で考えてみよう。この路線は絶対的な輸送密度が高いだけではなく、
他線区と比べて代替交通手段が多い路線である。競合となる地下鉄、バス、タク
シー等の交通機関と比較すれば、そのフリークエンシー、定時性、そして比較的
安価な運賃が山手線の強みである。従って競争の激しい状況下において、運賃の
安さにより、圧倒的強みを持っと解釈したい。
　次に、中央線のケース（例えば新宿～八王子間）を考えてみよう。この区間は
完全に京王線と競合しており、サービスの質にさほど大差がないため、運賃の差
がおのずとシェアの差となる。そうした意味で、需要者には選択の余地があり、
ある程度の競争環境ががそこに存在している。
　最後に、地方ローカル線の場合である。こうした状況下において、需要者の
「移動」という需要を満たすのは、このローカル線を利用するか、さもなくば自
家移動手段（マイカー・自転車等）である。したがって利用客は固定的となり、
寡占的な状況下ではある。
　このように、同じ国鉄の「商品」でありながら、市場状況下によって競争環境
の差に着目し、その競争環境が弱くなるにつれて、運賃率を高めていくというの
が、この場合の原理である。上記の3例でみるなら、この制度施行後の幾度の運
賃改定のなかで、大都市部の運賃はかなり長い間据え置かれた。津た新宿一八王
子間は特定運賃制度のもとで、通常のレートの算定額よりも低い運賃であった。
　もし、この競争の強弱と需要の価格弾力性の大小に高い相関関係があるとすれ
ば、これは極めてラムゼー的なプライシングである。
　ただし、最初に述べた通り、これは正確な例ではない。正確な議論をするなら、
こうした差別的レートの決定の根拠を、ラムゼー一ルールのそれに従って示さねば
ならない。っまりどのように商品を分類し、それぞれの需要弾力性を明示しなけ
ればならない。しかし、これは実際にそのように考えられて実施されたものとは
思えない＊3。
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3　ラムゼールールの基本形
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t｝’
　ラムゼールールとは、ある適当な収入制約のなかで、いかに厚生の極大礁を図
るかという議論である。それは、1927年ラムゼーによる最適課税議論において、
個別消費者の効用極大化を達成させることを根底におきながら、限界費用での価
格では財の供給が困難な費用逓減型産業における「最適な価格づけの問題に対す
る解を、少なくとも陰伏的に与え＊4」る論文＊5が出された。この中核的なコンセ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　l
プトに対して、翌年ピグー＊6が需要弾力性の概念を加え、1951年ボアト「にょ
り定式的な議論がなされ、ほぼ現在議論されるものの骨格ができた。
　近年の議論は、例えばボーモルやブラットフォード等により、労働力を奉準と
して特定の生産者を対象とした社会的厚生極大作に移りっっある。こうした一連
の動きには、厚生の分配の問題が大きく存在しているのであるが、しかしここで
は最もべ一シックなモデルとして前者の個別消費者の厚生極大化に焦点をおいた
ものをみてみる。
生産関数　　　　TC＝　C（qi，…・…・，q、）
個別需要関数　　qi＝x、（Pi，一∵…，Pn）
　　　　　　　　　り制約条件 Σqi’・Pi＝TC　　　（収支均衡）
　　　　　　　　　i躍0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－
max．　ゴ　∫x、（P）dpミ・一・・　　　、（消費者余剰の極大化）　　　　、・
　　　　　i膨0
　　　　　　　　　　　　　　ただし、Pは価格ベクトル’　　　　・ζ呂
ラグランジュ形式一一　　　　　　‘　　」　　・　　　’
　　　　　n　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n
　　L＝　Σ　∫xi（P）dpi一λ（Σqi’・Pi－T’C）　　　　　（i）
　　　　　i80　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i　80
｛1）式のi財に闘しての極大化条件
　∂L　　 ’　1’　・’　　　　∂qi　∂TC
『菰r・一ろ・（q唾菰・一∂P、i）”
2財の場合 （n＝2）
”ぐ’。；
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（1）式の最大化条件
　∂L　　　　　　　　　　　　　　　　　∂q］　 　　　 　　　　　　　　∂q2
　－　 ＝一 i1十λ）ql一λ［（p！－mcl）一十（p2－mc2）一］・＝0　（2）
　∂P1　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　∂P1　　　　　　　　　∂Pl
　　ただし　　mc，＝∂C（Q）／∂q，（Qは数量ベクトル）
同様に
　∂L　　　　　　　　　　　　　　　　∂q1　　　　　　　 　　　　　　　　∂q2
　－　 ＝一 i1十λ）q2一λ［（pl－mc　1）一十（p2－mc　2）一］＝0　（3＞
　∂P2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂P2　　　　　　　　　　∂P2
（2）（3）式より、
　P1－mc　1　　　λ一1 e22　｝e！2
（4）
Pi λelle22－e12e21
　　　　　　　∂q、　Pb
ただし　e。b＝一一
　　　　　　　∂Pb　q。
同様に、
　P2－mc　2 λ一1 e11　『e21
（価格弾力性）
P2 λe日e22－el2e21
（5）
　ここで、（4）⑤式が意味するこどは、いうまでもなく限界費用からの乖離率であ
る。仮に第一財と第二財は無関係であり交差弾力性がゼロならば、この乖離率は
需要の価格弾力性と反比例している。
いわゆるラムゼールールである。　　　　　　第1財　　　　　　　第2財
　簡単な図で表現すると左記のように　　Dl
なる。2つの財にっいてそれぞれの限
界費用曲線、需要曲線を考えるとき、Pl　　A1
以下のようなこどが言える。　　　　　　　　　mcl　　P2
①両市場の垂垂を合わせた額が共通費　　　　　　　　mc2
の回収分となる。
②そのとき
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（D1●A1）　：　（A1●Dl’）＝　（D2．A2）　：　（A2●D2’）
が成立している。
③限界費用から乖離することによって失われる両市場の消費者余剰笏笏の和は、
ミニマム化される。
4　ラムゼールールの解釈について
　需要の価格弾力性の強弱に着目しているこのプライシングは、その差が観察さ
れうる場面において容易に応用を考えることができる。
　狭義にこれを考えてみると、同じ事業の中で、地域的、時間的需要弾力性の波
に着且して考えることができる（部分均衡的視点）。つまりピーク・n一ド・プ
ライシングがこれに近い。ただし、厳密に適応すれば細分化された需要群の間に
は、それなりの交差弾力性が存在するであろうから、複雑な料金原則となってく
ることは容易に考えられる。
　また広義に考えるならば、費用を共通する事業を包括的に考えてプライシング
する方法である（一般均衡的視点）。具体的に考えられるのは、電鉄グループの
包括的プライシングである。コンセプトとしては、往復の電車の切符と遊園地の
入場料をセットにして割り引いているパッケージ商品が結果的に似ている。
　ゆえに本業の費用逓減や、それを支援する事業を多く持っなどの点からラムゼ
9
・Lルールのコンセプトが生きる場面として、多角化した電鉄業が極めて適切に思
われる。
5　戦略としてのラムゼールール　ーラムゼールールとPPM理論一
　ラムゼールールのひとっの側面として共通費の配分問題から見る場合がある。
もし、財の間に交差弾力性が存在しなければ需要弾力性の低い財ほど、高い共通
の負担率をもつことになることは、基本形からも容易に考えることができる。
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こうした市場における製品等の強
さをもとに財務資源の配分を考えて
いる理論にPPM（Product
Portfolio　Management）理論がある。
この理論は、
・業界全体の伸び
・業界内のおける自社のシェア
の2つの尺度をもとに、企業の理想
的製品構成や資源配分を求めたもの
である。製品構成に関しては、各々
の製品のもたらす便益の補完性や代
　　高
業界の
　成長率
低
〈一一㍉『　　　　　　　層駈 A
、
、　　　　　　　　　1
、　　　　　　　　1
、
，
、　　　聖
、　　■
，
、　1
L
「
低 自社占有率 高
　　　　　　　　望ましい資金の移動
（出所）河野豊弘r現代の経営戦略』（1985）
　　　　　　　　　　　　　　　P95
替性（つまり交差弾力性の存在）に対しては中立であり、むしろライフサイクル
の視点から補完性をもって組み合わされるべきである。以下では特にこの理論に
おける資金移動にっいて考えてみることにする。
　もっともベーシックなボストン・コンサルティング・グループによる4分法で
考えてみると、図のような資金配分が良いとされている。
　低成長・高占有率製品は、　「最小限の殺資をし、占有率は多少下がってもやむ
をえない。むしろ他の製品を支援する＊7」。それにより高成長・高占有率製品に
関し、　「占有率を死守するjために「業界の成長率以上に投資し、利益率よりも
占有率を重視する＊8」。また高成長・低占有率製品は、撤退ないし重点投資がと
られるべきだが、重点投資の場合の資金源の多くは、低成長・高占有率製品とな
る。
　このPPMのように「市場」を基準とした資源配分は、コンセプトとしてはラ
ムゼー的である。ただし問題は、需要弾力性の低さと自社の占有率の高さが同義
かどうかということである。もしそうならば、両理論の整合性が言え、PPM理
論に厚生極大化という社会的意義（個別企業ではなく）を加えることができる。
これを考えるうえで2つの考察が必要である。それは、
　①需要弾力性の低さは何によってもたらされるか？
　②その要因は、占有率の高さにっながるか？
である。これが言えれば、　rPPMがラムゼールールであることの必要十分条
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件」は、満たされることになる。
　まず①に対して言えば、需要弾力性が低いということは価格の変化に対して需
要量の変化が鈍いということであり、価格の上下とは無関係に最初から需要が存
在する場合と、市場によって恒常的に需要が存在するようになった場合の2iづが
考えられる。前者は需要側の問題であり、経済活動以前のところから需要が発生
している場合である。理論的には需要曲線の傾き＊9の問題であり、一般的に言わ
れる生活必需品がそうである。もうひとつは経済活動内の問題であり、供給側の
問題として、市場の失敗に伴ってくる場合である。それは需要過多且つ、市場の
供給者主権による場合である。換言すれば均衡点の位置＊1°の問題である♂企業
におけるゼネラル・インプットとしての労働力・エネルギーなどがそうである。
前者は、外生的なものであり、シェアとは中立の関係であるだろう。しかし後者
に関しては、供給曲線を下方シフトさせるほど＊11弾力性は低くなるたあ占有率
とは無関係ではない。つまり、供給曲線の下方シフトとは生産性の向上であり、
その裏には、経験効果・学習効果等によって事業の成熟化が起きているか、もし
くは供給曲線を個別企業のものと捕らえれば、企業が他社に対してコストリ己ダ
ーシップもしくは低価格戦略をとっていることの現れである。　　　　ヅ；’　J
　この2っの場合について、それが占有率の高さを示すかを考えてみるb避加
②）・。まず第一の需要曲線の傾きに関して、これは必ずしも占有率の高さとはつ
ながらないであろう。供給者が競争的で、不特定多数であることと需要曲線の傾
きとは、それぞれ独立であるからだ。しかし一点留意しなければならないのば、‘
次の均衡点の位置とも大きく関係しているが、産業の成熟化にともない財が必需
品となり、需要曲線の傾きが急になっていくことも考えられる。　　　　　　’“・
　第二の均衡点の右下方への移動によってなされる場合は、占有率の高きにっな
がるものと考えられる。っまり供給曲線の下方シフトをK経営学のライフサイグ
ル論＊12にあてはめて考える場合、下方シフトが起きている時とは「成長前期」・
であり、下方シフトが落ち着いた段階が「成長後期jである。その時期ばおい磁
は「価格がどんどん下が」っだ上で「価格の下落はとまり、乱れ始める」蕊1φであ
る。同時に「需要量は急速に伸びはじめ」、やがて「需要量は増加する；承増触率
は減少する」。また、次の時期である停滞期には「需要量め増加はと騨る戸きい
う：、まざしく価格の下落、供給量の上昇という供給曲線の下方シフドを的確にあ一
　　　　　　　　　　　　　　　　　50
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らわしている。こうした成長期においては供給サイドの現象として、　「競争銘柄
がいろいろと出現jしたうえで「競争銘柄の参加は少なくなる」。そこには、企
業の競争力を背景とした自然淘汰が起きていると考えてもよかろう。もしそうな
れば単純に考えても一社当たりの占有率は上昇するであろうし、現実的にはより
競争力をもった企業が定数効果的に高い占有率をもつことになることは容易に想
像できる＊13。それと同時に産業初期の段階から企業は戦略として、　「浸透価格
戦略＊14」と呼ばれる低価格戦略をとることによって供給曲線の下方シフトがさ
らに加速化される。ゆえに第二の場合には、占有率の高さと結びっくと考えたい。
さて最終的に、需要弾力性は上記2点の積であるので、どちらか一方でも満たさ
れていれば、需要弾力性の低いことは占有率の高いことに結びつく。とりあえず
はこのように考えてもよさそうである。
・これにより、ラムゼールールの現実的な応用としてPPMを考えることができ
る。また多くの企業が戦略として実践してきた。そしてPPMには社会厚生とい
うこれまでにはないバックボーンを与えることができたといえるだろう。
6　政策としてのラムゼールール
　ラムゼールールの効果は、セカンドベストの議論として、準最適資源配分と厚
生の準極大化にあると言われる。そのメカニズムを考えたい。
　需要の強さに反比例させて料金レートを決定するこの方法は、消費に対して中
立ではない。特に需要の代替性が認められる財の間においては、こうした料金レ
ートを設定することによって、需要構造の変化をもたらすことになる。
　別の表現をするならば、需要を何らかの基準で細分化し、そうして各々の需要
群に対して異なる料金レートを設定すれば、おのずと消費の抑制・推進効果を生
じることになる。このあたりの議論は、財政学における最適課税議論のなかで考
え惹ことができる＊15。
ム例えば、所得税の課税方式について考えてみる。所得に対する課税には、累進、
比例講逆進の3通りが考えられる。累進課税には、所得の再分配を行うことによ
る所得格差の縮小という点で優れるが、限界税率の逓増により個人の所得の上昇
51
意欲を誘発するという面においては他の方式に劣る。比例課税には、所得という
個人の努力に対して中立であるという点に優れる。逆進課税は、累進課税の逆の
効果が表れる。
　さてラムゼープライシングは、この累進課税的効果を持つのである。つまり、
需要量のピークとオフ・ピークの差は縮まるが、供給者に対する供給量上昇誘因
が損なわれる。っまり、ここでの準最適な資源配分へのメカニズムとは、需要の
平準化とそれに伴う全体的な生産性の上昇によるメカニズム＊16なのである。そ
の需要の平準化は、需要の価格弾力性が低くなればなるほど共通費の負担比率を
重くしていくことによってもたらされる。したがってラムゼールールのもとでは、
需要の全体的な伸びがないかぎり、供給側の積極的な投資誘因は働かない。
　ただし、留意しなければならないのは、累進式所得税の場合、応能原則である
のに対し、ラムゼーの場合は“主観的”応益原則である点である。これは実行面
で差の出てくる問題であろう。なぜなら能力と応益願望は必ずしも一致しない。
　もちろんこうした特性を積極的に政策に生かしていくことは十分考えられる。
何らかの基準をもってある需要を分析したとき、その密度にムラがあり、それを
均一化することを考えるならば、これは非常に有効な手段と成りうる。
　例えば通勤輸送における朝夕のラッシュを考えるとき、このピークを分散する
ことは、鉄道を利用すること自体において、鉄道事業者、利用客ともメリットが
あるのはいうまでもない。具体的には、鉄道事業者は昼間には余剰となる施設・
車両の幾分かの購入をさけることができ、供給曲線の下方シフトを導き出せる
（それは施設全体の稼働率が上がり費用一単位あたりの生産性が上昇するからで
ある）。また利用客は、以前より楽な状態での通勤が可能となり、厚生の上昇を
受けるからである。
　しかし、このままでは部分均衡的な視点での議論である。つまり、費用逓減型
産業の多くが、他の何らかの財との連関財であり、特に補完財としての性格が強
いため、この財に与えられる効果は本源需要となっている財に対しても同様の効
果を与えることである。この通勤の例で考えるならば、会社の就業時間が、各社
でバラバラになる可能性が生まれる＊17。しかしこれは都市における集積の経済
性を減少しかねないため、企業が積極的にフレックスタイムをとる誘因が働かな
い0
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　またこうした効果を得るたあには、もっと明確な方法（例えばピーク・ロード
・プライシングや混雑料金）があることを考えねばならない。この両者とも、資
源配分や厚生極大化という観点からは、レートベース方式より事態改善的である
し、実行面ではラムゼーよりやりやすい。
　それは、ピーク・ロード・プライシングが、結果的に＊18ラムゼー価格に近い
性質をもっているということである。それは、例えば、需要の必然性の高いラッ
シュ時＊19に通常より高い料金レートを設定するピーク・ロード・プライシング
は、その需要抑制効果による最適資源配分効果など、ラムゼールール的効果をも
っている。ピーク・ロード・プライシングは、海外ではよく採用されており、わ
が国でも、電話料金や電力料金の深夜割引きやあるいは休日割引きがそれに当た
ると言える。同様のことは、混雑料金についても言える。ただしラムゼールール
と根本的に違うのはsあくまで（個別の）限界費用からは、乖離していない点で
ある。だから、各主体への誘因の強さはラムゼーほど強くない。
　これまでは、共通費を持つ事業間で、お互いの間に代替性が認められる場合で
の議論である。別のケース（補完性）を考えてみる。
　例えば、鉄道と不動産について考えてみよう。この二つの財に代替性は全くな
い。ある住居の購入を考えている人がいるとする。この人は購入に際してどこの
沿線でも構わず、価格を一義的に考えているとする。そうすると不動産購入に関
しては、市場は競争的であり、供給サイドにすれば競争的な価格の設定を考える
であろう。
　この人はA線沿いに住居を購入したとする。この人の生活のなかで、移動とい
う需要を満たす上で、A線を使う以外に、自家用交通手段に頼るしかない。つま
り、市場は自然独占的である。
　さて、この不動産と鉄道を供給している企業にすれば、この両方の収入をもっ
て両方の費用を賄えばよいわけで、髄企業にすれば、住居を比較的安価に、鉄道を
比較的高価にするという、仮想的な戦略を考えることができる。これがラムゼー・一
ルールのひとっの効果である。いわば一般均衡的な視点にたっ、価格戦略である
というふうに言える。
　この場合の準最適な資源配分のメカニズムは何か。それはある一定の投資の中
で、市場の競争度を利用して供給量（均衡量）の極大化を図り投資効率を上昇さ
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せるということであろう。その本質的意味において先の場合と同様である。
7　料金決定の不透明さについての検討
　ラムゼー価格が現実応用されない最大の理由がこれであろう。基本形を見ると
わかるとおり、限界費用から需要弾力性に反比例する乖離率をもつ形で料金決定
されるこのプライシングは、需要関数の作成ないしは需要弾力性の計測が前提と
なる。
　しかし需要関数を作成することは、不可能ではないにしろ、極めて手問のかか
るものである＊20。またそうして作成された需要関数が、需要者自身に認知され
るものであるかどうかという疑問が残る。つまり、効用の充足度という主観性に
おいては、リニアなプライシングではあるが、他人が見た時の客観性での応益原
則ではないのである。というのは、公益財は、完全な非排除性や等量消費性＊21
を持たないため（特に非排除性）、厳密に負担量等を示す必要がある。しかしそ
のためには、便益の及んだ範囲（人、地域等）とその量を計量化する必要がある
が、それに対してだれでもが、納得のいく方法はいまだ築かれていない。換言す
れば、租税原則における水平的公平と垂直的公平に関して、水平的公平さに客観
性をもっ尺度がないということと同様である。
　また供給側の問題に触れれば、共通費がどのように分配されているかの問題が
ある。ラムゼー一ルールでは需要の価格弾力性が低ければ低いほど共通費の負担率
の増加を意味しており、結果的に応益ではなく応能原則になっている。’これは、
租税などのような強制力をもたない集金システムにおいては政治的に同意が得ら
れにくい＊22。
　そうした意味においては、現状の総括原価主義による方法は、その会計システ
ムとも相まって、比較的単純・明確であり、政治的説得性に十分たるものがある。
それは、先ほどの表現で言えば、水平的公平さが客観的尺度をもってなされてい
るということである。この点は、多くが認可制度をとっている公共料金において、
非常に重要なウエイトを持っ。
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ラムゼールールのメカニズムに関する一考察（内山）
8　結　び
　本研究では、ラムゼールールのメカニズムにっいて考えてみた。ラムゼールー
ルとは、限界費用での価格づけでは供給者に損失が生じ財の供給が困難になる費
用逓減型産業において、供給者の収支均衡を達成しっっ、いかに消費者余剰を極
大化するかという議論である。当然それによってパレート準最適な方向へ導かれ
るため、資源配分の準最適化も行われることになる。理論的には、需要弾力性に
反比例させる形で限界費用から価格を乖離させ、それによって限界費用での価格
づけでは賄えない費用を賄うというものである。そしてそのメカニズムのひとっ
は、共通費を持つ複数の事業間や、同一財における需要のピーク・オフピーグ
（時間・地域等）の需要の平準化をはかることによって、巨額の固定費を必要と
している施設等の稼働率を上昇させる。これは準最適な資源配分になる。それに
よりそうした固定費を賄うための限界費用からの乖離率を抑え、消費者余剰の準
極大化が達成されることになる。それは一企業の戦略レベルにも、社会的な政策
レベルにもポジティブな誘因が存在することによってそう言うことができた。一
般均衡的視点に立った上での市場の失敗の克服の一方法であった。
　しかし、ラムゼールールには、モデルとしての“美しさ”がない。煩雑で、と
ても現実の複雑な社会には溶け込めない。それは、需要の価格弾力性や複雑財の
交差弾力性という実際の計測が易しくない概念によって構成されているからであ
る。そして、社会的公正や公平といった問題に対しては、議論の多いルールであ
るからであろう。
　また本論で観察してきたメカニズムの第一歩（需要の平準化）を達成するには、
ピークロードや混雑料金等もっと簡単な方法があることを忘れるわけにはいかな
い。理論的に考えたときに、これらはラムゼーほど強力な効果を示さないであみ
うが＊23、現実応用の可能性を比較的持っているため検討に値するや　　　・
　本論で考えたメカニズムは、おそらく一面的である可能性が強い。もっと効率
的で現実的なメカニズムが存在すると考えたい。・これは筆者の今後の課題である。
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注
＊1　総括原価主義については詳しくは別項に譲るが、その原理と適応を区別し
　て考えるとき、その原理は
　　　（V－D）r
　　　　　ただしV：事業用資産の価値額　D：累積原価償却額　r：報酬率
　という比較的簡単なものであり理解の困難さは伴わない。ただし適応に関して
　は多くの問題があることは事実であり、レートベース（V－D）の決定、レー
　ト（r）の決定等あいまいさを残しているのは否定出来ない。
＊2　これは、地方公共財理論や、都市空間均衡論などにおいての議論がいくつ
か存在する。
＊3　まず、幹線と地方ローカル線という分類自体は、お互いの交差弾力性を小
　さくする意味でラムゼー的としても、その差別レートの根拠が、各々の限界費
用の差のみなのか、あるいはさらにそれから乖離しているのかを断定すること
ができない。また、大都市特定運賃制度は、私鉄等と競合している駅間を指定
　したうえで、通常レートよりも割り引くことにより、競争力をつけようとした
競争戦略的発想である。ゆえに効果はラムゼー的でも、その算定方法は全く異
　なる。
＊4　　Baumol　and　Bradford　［1970］
＊5　　Ramsey．　F．　P．　“A　Contribution　to　the　Theory　of　Taxation”　Econ．　J．　Mar
　1927，37，47－61
＊6　　A．C．　Pigou　　A　Study　oア　Pubtic　Finance　　　lst　ed．，London　1928
＊7・＊8　河野〔1985〕　P94
＊9・＊10　このあたりは数式表現したほうがスッキリする。需要曲線を価格を
変数とする関数　q＝D（p）　とすれば、弾力性とは
　　　　　〔dD（P）／dp〕・（P／q）
である。このとき需要曲線の傾き〔dD（p）／dp〕は外生的なものなのに
対し、均衡点の位置（p／q）は、経済活動の結果である。また、おのおのは
弧弾力性、点弾力性の概念で区別することも考えられる。弧弾力性とは
　　　　　〔dD（P）／dp〕　・　〔（P1十P2）／（ql十q2）〕
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　　　　　　　　　ラムゼールールのメカニズムに関する一考察（内山）
　　　　　　　ただし（pI，q1）　（p2，q2）は需要曲線上の点
　であり、点弾力性とは
　　　　　〔dD（P）／dp〕・（P／q）
　である。極端な適応をすれば需要曲線全体の弾力性か、ある特定部分の弾力性
　なのかということで区別するわけである。
＊11　点弾力性を小さくするには、需要曲線と供給曲線の均衡点を低価格・高産
　出量の方向ヘシフトさせるとよい。
　　　　　limp／q　　 or　　 limp／q　　　＝　O
　　　　P－・一　O　　　　　　　　　　　　　　　　　　qゆo◎
　これは、供給曲線を下方シフトさせることによって得られる。
＊12　河野〔1985〕P154
＊13一番単純な場合で考えよう。ここにある産業があり、財の同質性は満たさ
　れているが、参加企業のコスト等には差があるとする。この産業はA，B，　C
　の3社によって構成され、それぞれのシェアは50％，30％，20％であるとする。
　いまC社がこの産業から撤退したとき、C社の20％のシェアはどのようにA社
　とB社に振り分けられるだろうか。単純に考えたときは、おのおの10％ごとの
上昇が考えられるが、実際市場はA社とB社の製品を5対3の割合で評価して
いると考えられるため、20％のシェアもそのように振り分けられると考えるの
が素直であろう。ただし、寡占理論においてクールノーやエッジワースが暗黙
の仮定としている点で、参加企業が同様の生産曲線をもっているときには、シ
　ェアは平均化していくだろう。もっともそうした状況は、産業がかなり成熟化
　しなければ起こりえないだろう。
＊14河野〔1985〕P235この逆に初期に比較的高価な価格設定をおこなう「す
　くい上げ価格政策」も考えられるが、成功率は前者の方が高いといわれる。
　15奥野他〔1989〕P　127～132も参照。
＊16　これを別の視点から捕らえると、金本氏は1989年日本交通学会にて、ラム
ゼーによる価格決定は「限界費用に均一のマークアップをしたものと近くなる
　ことが多い」とコメントしている。
＊17　現在、通勤費用のほとんどを企業が負担していることを考えれば、可能性
は高いと言える。
＊18・＊19　これはあくまで結果的に効果が似ているということである。ピーク
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　・ロードとラムゼーでは、こうした差別的料金を決定するメカニズムが異なる
　わけで、時間的需要の波に着目したピーク・ロードと、需要の必然性に着目し
　たラムゼーを、同一に扱うことには、注意を払う必要があるだろう。ただし、
　ここで上げたラッシュ時の場合においては、需要の波のピークと需要の必然性
　が高い相関関係をもっていると言える。つまり、ラッシュ時の需要とは、仕事
や学校へいくための派生需要であり、その必然性の高さと代替手段の限定によ
　り、需要弾力性が低くなることは十分考えられる。もちろん、このピーク時に
　おける限界費用が逓増していることが条件として加わる。もし、そうでなけれ
　ばピーク時の限界費用の方が低くなり、ピーク・ロード・プライシングの目指
　す需要の分散効果は逆に作用することになる。
＊20古い例だが、河野・吉田・松村「首都高速道路交通の料金弾力性の計測」
交通学研究／1981年報など、需要関数ではないが、目的とする需要弾力性
が求あられている。
＊21財政学では、財の分類を行う際に非排除性と集合消費（等量消費）の2つ
の尺度をもって分類する場合が多い。これはプキャナンが用いた方法である。
＊22　こうした議論については、財政学の根幹にもかかわる問題であり、とても
　この紙面では議論しつくせない。ただ費用逓減型産業としての公益事業との関
わりとしては岡田〔1977〕・杉山〔1980〕等を参照
＊23　なぜなら、あくまで（短期の）限界費用に忠実なピークロードと、弾力性
が小さくなるほど限界費用から大きく乖離するラムゼ・・一一では、ピーク時の料金
を考えた場合、ラムゼーによる価格の方が高くなることが考えられるからだ。
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